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厳しい総量規制は不可避。その前提

4.まとめ

厳しい総量規制は不可避。その前提
下ではC&Tが優位

世界において早期かつ大幅な総量削減は不可欠

そのためには、まず先進国政府が、原単位ではな

く 早期かつ大幅な総量削減にコミ トする必要く、早期かつ大幅な総量削減にコミットする必要

あり（日本は例外になりえない）

日本国内において早期かつ大幅な総量削減を実施

するためには総量規制が不可避であり その場合するためには総量規制が不可避であり、その場合

の国内制度としてはC&Tの方が自主行動計画より
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も優る
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